
北畜会報 47 : 1-3， 2005 

特集

持続的畜産の課題と可能性

近藤誠司

北海道大学大学院農学研究科

1 .持続的畜産とは

畜産，すなわち家畜生産システムとは，本来的に生

態系(エコシステム)の系の一部を利用して，人類の

食料やその他の生産物を得るシステムといっていいだ

ろう.CHEEKE (1993)は，その著書の中で持続的な(生

態)資源の利用と家畜生産について，農業生産・家畜

生産は Natural processesの一部である Bioshereに

組み込まれるべきものとしている. CHEEKE (1993)の

いっ Natural processesの一部である Bioshereとは

大きな意味で生態系を意味するものと思われる.従っ

て，家畜生産システムの持続性とは基本的にそれが存

在している生態系の持続性に他ならない.

大久保 (2000)は，家畜生産をシステムとして捉え

る場合，その中心となるものは土地であるべきだと指

摘している.すなわち;

1 )農業・畜産は基本的に太陽エネルギーを源とする

生物生産であり，それは土地を出発点とする

2 )非移動性の資源である土地を活用して移動性の資

源を生産するシステムが農業・畜産である

3 )農業・畜産が循環するエコシステムの中で生産を

持続していく為には土地が基盤となることは自明で

ある

4 )とくに，乳牛や肉牛など草食家畜生産では穀類生

産が不適な草地という土地が生産基盤となる

と，論旨を展開している.

家畜生産(畜産)という農業生産システムにおいて，

このシステムの持続性を考える為には，「循環するエコ

システムの中で、」といっ点をふまえるべきなのであろ

う.ここでは，大久保 (2000)は生態系の基盤を土地

においている.エ不ルギーの面からは，これは「基本

的に太陽エネルギーを源とする」流れであり，まさに

エネルギーフローである.また， もう一つの要素であ

る窒素はあくまで地球という閉鎖環境内での循環とし

て考えられている.

我々の現在の家畜生産システムは，近代以降大きく

発展したものであるが これには歴史的に 3つの原型

があった (HARRIS，1996). 一つは遊牧型畜産である.

穀類の生産が不適な草原地帯において発達したこの草
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食家畜生産システムは，移動という独特の形態を持っ

ている.これは，それが発展してきた土地が持つ特殊

性，すなわち生態的資源量が非常に希薄で、あるという

特性に適応した生産システムであった.非移動性の資

源である生態的資源量が広〈薄く存在するため，一箇

所を集中的に利用することができない.生態的資源量

が資源の再生をも含む概念だとすると，さらに再生を

加味した量を残すように利用することが持続的な生産

といつことになる.人類学的には遊牧という家畜生産

システムは実は本質的にものの流通システムという面

を含んでいるといわれているが(松井， 2001)，いずれ

にせよこのシステムも土地を基盤として発展してきた

ものに相違ない.ただし，移動という生活形態は現代

の国家形態や社会生活になじまない部分があり，現代

の家畜生産システムの本流とはなっていない

もう一つの源流は温帯から熱帯アジアで発展した稲

作を中心とする農業生産システムである.このシステ

ムの基盤となる土地は生態的資源量がきわめて豊潤で

あり，そこで生産きれる穀類は人類を養つてなおあま

りある.そこで，ここでの家畜生産は単胃動物である

フゃタやニワトリなど，エネルギ一転換効率のよいもの

が選ばれ，穀類を家畜生産物に変えて付加価値を高め

るという意義をもっ.また，主たる栽培物ではない草

資源さえ，単位面積当たりの生産量は遊牧地帯より逢

かに高い.そこで，余剰の穀物生産物，食物残さ，さ

らに圃場周辺の草資源を活用した家畜生産が行われて

きた.こうした意味での土地を基盤とした家畜生産は

現代の家畜生産システムの一つの原型となっている.

なお，ここでは家畜生産と穀類生産および、余剰生産物

の利用は密切な関係にあり，生態系として一つに系の

中に存在することがその持続性，循環を維持していた

ものであろう.

3つ目に挙げるべきシステムはヨーロッパで典型的

に発達した「混合農業」であろう.当初，連作障害を

避けるために，休閑と夏作物栽培を交互に行った 2圃

制は，その発達の過程で大家畜の飼料作や放牧地も加

味して 3圃制，さらには 4圃制へと発展していった.

こうした大面積での耕作は大家畜の労力なくしては不

可能で、あり，耕作地の拡大は飼料要求量の大きい家畜

の飼養を可能とする.すなわち，混合農業とは家畜飼

養と耕種生産が互いに寄りかかる 2面的な構造を持
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つ.生態資源量が遊牧地帯よりも豊富で、はあるが，温

暖湿潤アジアほど豊富で、はない中部・北部ヨーロッパ

ゆえに発展したシステムといえる.酪農生産システム

はこの混合農業の中で，牛乳生産が独立する形で発展

してきた.また人口が集中する大都市周辺には園芸農

業という形態も発展した.ある地域社会で生態資源量

の限界を踏ま之つつ行われた混合農業は，その意味で

は本来的に持続的であったといえる.

このシステム自体は，耕作時の労働力の効率が高い

ほど，また土地面積の制約が緩い場合，生産システム

は外延的に拡大する.そこで，流通が発達し広域流通

となったとき，このシステムは一定地域の循環を離れ

る.従って， 16~17 世紀の新大陸の開発や植民地の発

達は，混合農業から企業的牧畜，企業的穀物生産，プ

ランテーション農業などを生んで、いった.

温帯アジアの北の端に位置する我が国では，温暖湿

潤アジアほどの高い生態資源量はないものの，豊富な

雨量と高温の夏に支えられて独特の集約的穀類生産シ

ステムを発展させてきた.同時に寒流暖流に洗われる

列島という位置は世界的な漁場として，魚タンパク質

を補給し，その結果家畜生産システム自体は他の地域

のような形態で発展はしなかった.

我が国における 1970年代の高度成長期と軌をーに

して畜産物の需要は伸びた.これを支えた家畜生産シ

ステムは，結果的に始めから大規模流通を踏まえたそ

れを踏襲せざるをえなかったのかもしれない.現在，

例えばニワトリやブタの生産がほぼ 100%輸入した穀

類飼料に頼っていること，また肉牛生産の仕上げ肥育

の為の飼料では 90%が輸入穀類で， 10%の粗飼料でさ

え輸入飼料に頼る傾向があること，さらに酪農生産に

おいてさえ，輸入穀類への依存率がエネルギーベース

でおおよそ半分であることなどの実態がそれを示して

いる.生態資源量，すなわち土地を基盤として発展し

てきた家畜生産システムという概念に持続的畜産が立

脚しているとすると，我が国の現在の家畜生産システ

ムは現状でこれに依存していない.

なお，家畜生産システムを含む我が国の社会システ

ム全体としていえば，流通経済の中で家畜生産システ

ムが規模拡大と専業化してきた必然はあるのであろ

う.しかしながら，地球規模の環境問題，さらには私

ども自身を巡る地域社会の環境問題，家畜生産物の安

全と安心といった観点から，現状をすべて肯定するわ

けにはいかない.こつした現状を踏まえた上で，我が

国自体の， もしくは北海道の持続的畜産を追究してい

かなければならないだろう.

2 .持続的畜産の可能性

世界各地の家畜生産システムをそれぞれの形態で発

展させて来たものは，それぞれの地域の生態資源量で
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ある.これは大久保 (2000)のいう「土地」というキー

ワードに収数しうる.本来的な意味での持続的畜産，

すなわち循環型の家畜生産システムはそれぞれの地域

の生態系と生態資源量，すなわち土地を基盤とする.

持続的畜産の可能性を検討するには，我が国の土地お

よび生態系の現況から検討すべきである.

一般通念として，日本は小さな固と意識されている.

たしかに，米国，カナダやロシア，インドおよび中国

と較べると非常に小さな固と言っていいだろう. しか

し，実態は世界の大半の国家よりその面積は大きく，

例えばヨーロッパに比しても我が国より面積の大きな

国は少ない.

我が国はその国土の 7割が山地傾斜地に占められて

おり，平地は少ないこともよく指摘される.一方，そ

の3割の平地の生産性は非常に高く，江戸時代を通じ

でさえかなりの人口を支えてきた食料生産が可能な地

域である.生態資源量といっ観点からは，山地傾斜地

でさえ非常に高いものがあるだろう.さらに昨今過疎

化が大きな問題となっている中山間地は，世界的には

高い生態資源量をもっ地域で、ある.

翻って本道の土地生産性を酪農を例にとって検討し

てみると，土地当たりの牛乳生産量は実験的な理論値

では，放牧主体で 10t/haを超え(中辻， 2003)，また

サイレージ主体での生産でも 8から 10t/haは可能で

あるという計算がなされている(近藤， 2004). 一方，

実際の牛乳生産量はそれより迄かに低い値である.藤

芳ら (1999)および YAYOTAら (2002)の調査では，

1 ha当たりの牛乳生産量は十勝管内でも 6t程度，道

東では 4t弱である.生態資源量としての可能性は少

なくとも酪農生産においては十分な余地があるといえ

る.

この理論値は土地当たりの乳牛飼養頭数を 2頭/ha

以下で計算している.土壌の窒素受容量をヨーロッパ

並に 220kg/haで計算しても(志賀・藤田， 1993)，計

算基盤として，糞尿による窒素排j世量からも受け入れ

られる数字となる.少なくとも乳牛飼養については，

現状で理論的に持続的畜産を展開する可能性はある.

一方，肉牛生産では計算上は 1970年代に想定された

傾斜地・林地の利用で生態資源量をうまく利用した生

産システムの構築が可能なことは小竹森 (2000) の一

連の研究で明らかである.生態系としての持続的生産

は可能で、あるが，社会構造もしくは経済構造としてこ

うした牛肉生産システムが存在しうるかどうかは別問

題であろう.牛肉自由化以後の牛肉自給率が40%内外

であるという事実が市場経済の問題点を示唆する.

同様な問題は豚肉生産やニワトリの生産システムに

おいても見られよう. 2000年の食糧需給統計によれ

ば，我が国の食品残さは 1人 1日当たりおよそ 700

kcalといわれている.これは通常の成人の朝食 1食分

のカロリーと等しいと見積もられる(筒井， 2003). 本
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来のアジア的家畜生産システムではこの多量の食品残

きがニワトリもしくはブタ生産システムに組み込まれ

るべきなのであろう. しかし，こうした社会的な意味

での物質循環を支えた家族経営的な養豚・養鶏経営は，

我が国ではほぼ壊滅状態にある.

3 .持続的畜産の課題

こうした現況を踏まえたうえで，我が国の，もしく

は本道の持続的家畜生産システムを構築するにはどの

ような課題があるだろう.地域社会の生態資源量に基

盤をおいた家畜生産システムの構築が本来的な意味で

の持続的家畜生産システムの構築につながることはい

うまでもない.また，我が国のもしくは本道の生態系

はそれを可能にする.

しかしながら現在の家畜生産システムを包含する社

会構造や経済構造は大規模流通システムを踏まえて成

り立っている.食糧自給率がほぼ 100%であった 1960

年代は，農村人口が8割，都市人口が2割であった.

一方，現在は農村人口は全人口の 2割で，残りは都市

人口であり，その大きな部分が流通業界に関与する消

費者である.こうした現況から，一概にかつ全面的に

地域社会の生態資源量に立脚した諸規模流通社会にお

ける持続的畜産の構築を目指すのは現実的ではないだ

ろう.

しかし，一方で、は我々の現在社会がなお一次生産に

依存しているのは紛れもない事実であり，その安全は

社会生活に直結する.さらに，生態系の循環を利用し

た一次生産の崩壊は我々自体の社会基盤の崩壊を意味

する.その意味で，一種の線引きが必要となるだろう.

国が定めた飼料自給率向上が，以上の観点を踏まえて

検討されたものなのであると考えたい.

飼料自給率 100%を達成することは，今まで述べて

きたように様々な社会状況から難しい. しかし，少な

くとも今以上に向上できる可能性はある.上述の様に，

理論的には非常に高い土地生産を達成できる可能性は

あるが，それにいたらずとも，飼料作物の反収の向上

や新たな飼料作物の作出は飼料自給率を高めるだろ

う.これについては，本特集の 2で論じられている.

また食料残きの利用までは行かずとも， 3で述べられ

ている農業副産物の高度な利用はやはり輸入穀類に依

存する我が国の家畜生産システムの体質を改善しう

る.同時にこうした耕種農家との連携は糞尿処理の立

場からも是非とも今後検討していくべき方策である.

大規模経営が生産性の向上と生産者の所得確保とい

う意味で必然であるならば，自給飼料を合理的に生産

し無駄なく使うという観点から， コントラの一層の整

備と 4で解説される TMRセンターの構築は有効な

方策となるだろう.なお，こうした飼料調製の専業化

が飼料の質を低下させるような傾向は防がなくてはな

らない

最後に，持続的畜産の本来の形態として，地域社会

の生態系をうまく利用した良質なサイクルをもっ家畜

生産システムの構築といった観点から家族経営型の畜

産経営を守り育てていく方向も模索されるべきであ

る.これは農村コミュニティの確保という観点からも

急務であろう.

以上
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